
                 立川市告示第 195 号  

電子による条件付き一般競争入札の実施について  

 

立川市条件付き一般競争入札実施要綱（平成 17 年立川市要綱第 32 号）及び立川

市電子入札実施要綱（平成 17 年立川市要綱第 33 号）の規定に基づき、次のとおり

工事に係る入札を実施する。  

 

    令和８年 10 月 19 日  

 

立川市長  酒  井  大  史  

 

１  共通事項  

入札参加者

の資格  

１  入札参加者の資格の有無は、別に期日が指定されている場合を除

き、告示日現在とする。  

２  立川市条件付き一般競争入札実施要綱第７条に規定する参加資格

を有すること。ただし、立川市契約における暴力団等排除措置要綱

（平成 23 年立川市要綱第 82 号）又は立川市競争入札等参加停止基

準（平成８年６月 28 日市長決定）に規定する参加停止を受けている

ときは、参加申請、入札及び契約の締結をすることができない。  

３  入札案件に係る種目に登録し、かつ、当該入札案件の資格要件を

満たしていること。  

４  相互に資本関係又は人的関係のある複数の者のした入札は、無効

とする。  

参加申請の

方法  

東京電子自治体共同運営が運用する電子調達サービス（以下「電子

調達サービス」という。）により申請すること。  

申請期限  令和８年 10 月 23 日（金）午後零時  

設計図書及

び仕様書  

電子調達サービスにより申請した入札参加者は、次に掲げるものの

うち市長が指定する方法により、設計図書及び仕様書を入手すること。 

１  料金着払いの宅配便  

２  電子調達サービスからのダウンロード  

発送予定日及びダウ

ンロード開始予定日  

令和８年 10 月 27 日（火）  

質問の方法  電子調達サービスにより登録すること。  

質問期限  令和８年 10 月 30 日（金）午後零時  

入札の方法  １  入札の方法は、立川市電子入札実施要綱第７条の規定によること。 

２  入札書に記載する金額は、消費税及び地方消費税を含まないこと。 

提出期限  令和８年 11 月 10 日（火）午後６時  

開札日時  令和８年 11 月 11 日（水）午前９時から  

入札保証金  免除  



２  入札案件  

番 号  件名等  入札参加者の資格要件等  

１  件  名  公園施設改修等整備工事（長寿命化対策） 

場  所  立川市柴崎町６丁目 11 番 14 号先ほか２

箇所  

概  要  劣化及び不具合がある公園内の施設の整

備及び改修を行う。  

    (1) 管理棟前デッキ  

・  デッキ撤去及び設置工  

15 平方メートル  

      ・  地覆設置工  20.8 メートル  

    (2) 立川崖線展望デッキ  

      ・  デッキ撤去及び設置工  

36 平方メートル  

    (3) 立川崖線歩道橋  

      ・  床材撤去及び設置工  

8.9 平方メートル  

(4) その他工事        一式  

価  格  予定価格         19,144,400 円  

（税抜価格       17,404,000 円）  

最低制限価格  変動型最低制限価格を設

定する。  

設計図書等の入手方法  

電子調達サービスからのダウンロード  

工期限  令和９年３月５日  

種  目  造園  

１  立川市内に本店を有

し、かつ、立川市競争入

札参加資格登録（以下

「資格登録」という。）

を当該店舗でしている

者  

２  対象工事種目の登録

に必要な建設業の許可

及び経営事項審査を受

けている者  

３  電子調達サービスに

より入札金額の内訳を

登 録 し た 工 事 内 訳 書

を、入札書とともに提

出すること。この場合

において、当該入札金

額の内訳は、直接工事

費、共通仮設費、現場管

理費、一般管理費等及

び有価物売却費とし、

これら以外の内訳を登

録した工事内訳書の提

出のあった入札は、無

効とする。  

４  前項後段の規定にか

かわらず、有価物売却

費 の 登 録 は 任 意 と す

る。  

２  件  名  立川市立川公園野球場グラウンド整備工

事  

場  所  立川市錦町６丁目 29 番 62 号  

立川市立川公園野球場  

概  要  (1) 工事概要  

内野グラウンドを整備する。  

    (2) 主要工種  

・  表層工    3,630 平方メートル  

・  表層処理工  3,630 平方メートル  

１  立川市内に本店を有

し、かつ、資格登録を当

該店舗でしている者  

２  対象工事種目の登録

に必要な建設業の許可

及び経営事項審査を受

けている者  

３  電子調達サービスに

より入札金額の内訳を



      ・  ピッチャーマウンド築造工  

                １箇所  

      ・  ブルペンマウンド築造工  

                ２箇所  

      ・  ポイントマーク設置工  

60 箇所  

      ・  ピッチャープレート設置工  

                １箇所  

      ・  ホームベース設置工  

１箇所  

      ・  塁ベース設置工  ３箇所  

      ・  ピッチャープレート設置工（ブル

ペン）       ４箇所  

      ・  ホームベース設置工（ブルペン） 

                ４箇所  

      ・  その他工事    一式  

価  格  予定価格     17,215,000 円  

（税抜価格    15,650,000 円）  

最低制限価格  変動型最低制限価格を設

定する。  

設計図書等の入手方法  

電子調達サービスからのダウンロード  

工期限  令和９年３月４日  

種  目  運動場施設  

登 録 し た 工 事 内 訳 書

を、入札書とともに提

出すること。この場合

において、当該入札金

額の内訳は、直接工事

費、共通仮設費、現場管

理費、一般管理費等及

び有価物売却費とし、

これら以外の内訳を登

録した工事内訳書の提

出のあった入札は、無

効とする。  

４  前項後段の規定にか

かわらず、有価物売却

費 の 登 録 は 任 意 と す

る。  

３  件  名  立川市一番町少年野球場防球ネットフェ

ンス改修工事  

場  所  立川市一番町６丁目 17 番地  

立川市一番町少年野球場  

概  要  立川市一番町少年野球場の天井ネット、

ウインチ等の改修工事を行う。  

    (1) 主要工種  

      ・  運動場施設工事   一式  

      ・  その他工事     一式  

    (2) 週休２日制促進工事  

・ 本案件は、週休２日制促進工事（現

場閉所）である。  

価  格  予定価格     7,150,000 円  

（税抜価格    6,500,000 円）  

最低制限価格  変動型最低制限価格を設  

定する。  

１  立川市内に本店を有

し、かつ、資格登録を当

該店舗でしている者  

２  対象工事種目の登録

に必要な建設業の許可

及び経営事項審査を受

けている者  

３  電子調達サービスに

より入札金額の内訳を

登 録 し た 工 事 内 訳 書

を、入札書とともに提

出すること。この場合

において、当該入札金

額の内訳は、直接工事

費、共通仮設費、現場管

理費、一般管理費等及



設計図書等の入手方法  

電子調達サービスからのダウンロード  

工期限  令和９年２月 15 日  

種  目  運動場施設  

 

び有価物売却費とし、

これら以外の内訳を登

録した工事内訳書の提

出のあった入札は、無

効とする。  

４  前項後段の規定にか

かわらず、有価物売却

費 の 登 録 は 任 意 と す

る。  

４  件  名  立川駅北口デッキエスカレーター改修工

事設計委託  

場  所  立川市曙町２丁目 12 番先  

概  要  立川駅北口デッキに接続しているエスカ

レーターの改修工事の設計を行う。  

(1) エスカレーター改修設計  一式  

(2) 報告書の作成       一式  

 (3) 設計協議         一式  

(4) その他          一式  

価  格  予定価格        19,008,000 円  

（税抜価格       17,280,000 円）  

        最低制限価格  変動型最低制限価格を設

定する。  

設計図書等の入手方法  

    電子調達サービスからのダウンロード  

期  限  令和９年３月 12 日  

種  目  土木設計  

１  東京都内に本店、支

店又は営業所を有し、

かつ、資格登録を当該

店舗でしている者  

２  次のいずれかに該当

す る 技 術 者 を 複 数 有

し、管理技術者、照査技

術者として当該業務に

配置できる者。この場

合において、管理技術

者及び照査技術者は、

相互に兼ねることがで

きない。  

(1) 技術士法（昭和 58

年法律第 25 号）第

32 条第１項に規定

す る 合 格 し た 第 二

次 試 験 の 技 術 部 門

が 次 の い ず れ か で

ある技術士  

ア  建設部門（選択

科目が「鋼構造及

びコンクリート」

で あ る も の に 限

る。）  

イ  総 合 技 術 監 理

部門（選択科目が

建設部門の「鋼構

造 及 び コ ン ク リ

ート」であるもの



に限る。）  

(2)  一 般 社 団 法 人 建

設 コ ン サ ル タ ン ツ

協 会 が 認 定 す る シ

ビ ル コ ン サ ル テ ィ

ン グ マ ネ ー ジ ャ の

うち「鋼構造及びコ

ンクリート」部門の

資格を有する者  

 


